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令和8年1月8日

協議会名： 日高地域公共交通活性化協議会

評価対象事業名： 地域間幹線系統確保維持費国庫補助金

①補助対象事業者等 ②事業概要
③前回（又は類似事業）の
事業評価結果の反映状況

⑥事業の今後の改善点
（特記事項を含む）

物価や人件費高騰等の影
響を受けたことにより、欠損
額が増大し、公的資金投入
額は目標「115百万円以下」
に対し「128百万円」であっ
た。

今後、関係町と連携して運転手
確保に取り組む。
地域交通として重要な位置づ
けとなっていることから、沿線自
治体等と連携し利用促進に取
り組む。

道南バス株式会社 日高沿岸線① A

・運行情報の提供や啓発・周知
活動等を継続して実施。
・自治体と連携し自治体主催で
富川市街地複合施設でバスの
写真展を実施。
・ＪＲ日高線ダイヤ改正や運転
手不足などを受け、バス運行ダ
イヤの見直しや市町補助のあ
り方について関係市町と協議を
実施。
・運転手不足を受け自治体と共
に、バスの運転手を確保するた
め、運転手体験等の活動を実
施。

・運行情報の提供や啓発・周知
活動等を継続して実施。
・自治体と連携し自治体主催の
イベントにおいてバスの乗り方
教室や富川市街地複合施設で
バスの写真展を実施。
・運転手不足を受け自治体と共
に、バスの運転手を確保するた
め、運転手体験等の活動を実
施。

ジェイ・アール北海道バス
株式会社

日勝線①など全２系統
事業が計画に位置づけられ
た数値目標に対して、適切
に実施された。

A

公共交通の利用者数は目
標「263,660千人以上」に対
し「309,475千人」であった。

B

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

事業が計画に位置づけられ
た数値目標に対して概ね適

切に実施された。
ただし、運行内容の変更等
において、事業者と自治体
との変更における情報共有
のあり方について改善の余

地がある。

④事業実施の適切性 ⑤目標・効果達成状況

今後、関係町と連携して運転手
確保に取り組む。
バス運転手不足に伴い、維持
が難しい路線については、関係
町と協議し対応を検討してい
く。

公的資金が投入されている
公共交通の収支率は目標
「32.6％以上」に対し
「37.1％」となった。

A

A



事業実施と生活交通確保維持改善計画との関連について
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評価対象事業名： 地域間幹線系統確保維持費国庫補助金

地域の交通の目指す姿
（事業実施の目的・必要性）

　日高管内は、本道の中央南西部に位置し、南北に連なる日高山脈と並行して走る海岸線に狭まれ長方形状に広
がっており、面積は4,811.02k㎡。人口は63,372人（全道比1.2％）で、昭和35年をピークに漸減し、平成27年から５年間
で5,643人減少しており、2040年には約39,000 人まで減少する見込み。管内の広域公共交通としては、2021年に地域
唯一の鉄道路線のJR日高線が廃線となり、長大な海岸線を単線的に結ぶ国道 235 号、国道 336 号、海岸線と日高
町・平取町を結ぶ国道 237 号、日高山脈を抜ける国道 236 号などを中心に運行する乗合バスのみとなっており、地域
の生活交通はバスなしには成り立たない状況であるが、バス運転手不足等によりバスの路線や運行本数が減少して
おり地域公共交通が存続の危機に瀕している。
　しかし、誰にとっても安心して暮らせる地域づくりのためには、来訪者を含め、誰もが安心して移動することができる地
域公共交通システムの維持・確保が必要不可欠であることから、既存路線を維持のため、運転手確保や公共交通の
利用促進を自治体と事業者にて行うとともに、管内町においてフィーダー系統（デマンド型・路線型）等により、交通ネッ
トワークの再構築を進めているところである。

協議会名： 日高地域公共交通活性化協議会

令和8年1月8日


